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埼玉県ＮＰＯ基金団体希望寄附金制度とは 

 団体希望寄附金制度とは、寄附者の方が特定の団体を希望して埼玉県特定非営利

活動促進基金（以下、埼玉県ＮＰＯ基金）へ寄附することができる制度です。 

 寄附者の方は、埼玉県が管理・運用する基金に寄附することで、税法上の優遇措

置を受けることができます。 

 一方で、団体希望寄附金のあった団体は、団体希望寄附金を原資にした助成事業

「みんなでサポート事業」を活用することができます。 

 団体希望寄附金を受け入れるためには、事前に埼玉県ＮＰＯ基金の登録団体にな

る必要があります。この冊子では、登録から助成金交付までの流れについてご紹介

します。 

埼玉県ＮＰＯ基金とは 

埼玉県ＮＰＯ基金では、寄附者の方の意向をより反映させるため、次のよう

な寄附を受け入れています。寄附金はＮＰＯ活動の推進のための事業に活用

しています。 

団体希望 

寄附 

分野希望 

寄附 

一般 

寄附 

埼玉県ＮＰＯ基金登録団体の中から特定の団体を希望して寄附 

寄附金は、主に「みんなでサポート事業」で活用 

特定の分野を希望して寄附 

寄附金は、「ＮＰＯ活動サポート事業」の分野枠で活用 

特定の団体や分野ではなく、広くＮＰＯ活動の促進のため寄附 
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団体登録から助成金交付までの流れ 

団体登録 

・団体登録申請書を審査の上、団体登録決定書を送付

します。登録番号と登録期間（通知の日から２年後の

年度末まで）の確認を！ 
 

・期間終了後、登録の継続はできません。 

 

・事業報告書等の提出状況によっては、登録を抹消す

ることがあります。 

寄附の呼びかけ 

留意点 

留意点 
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寄附金受入れ 

・寄附者からの振込を確認できた時点で次のことを団

体あてに電話でお伝えします 

 ① 寄附日、寄附者名（匿名希望の場合を除きます） 

 ② 直近の「みんなでサポート事業」の募集時期 

  ※ 寄附金額はお伝えできません！ 

 

・寄附者の方が振込をした後、複数の金融機関を経由

し、当課に振込書の写しが届きます。そのため、団体

あての連絡は、振込から２～３週間後となります。 

留意点 

・団体登録をしただけでは、助成金の交付を受けられ

ません。団体希望寄附の呼びかけを企業等に行って

ください！ 
 

・埼玉県ＮＰＯ情報ステーションや団体ホームページな

どでＰＲを！団体の活動内容を紹介する資料などを用

意して寄附依頼活動を行うと効果的です。 

 

・１００万円以上の寄附をいただける見込みがある場合

は、当課にご連絡を！ 



みんなでサポート事業募集要項の郵送 

・募集時期までに団体希望寄附があった団体に、当課

から募集要項を郵送します。 

・申請できる助成金の申請可能額をお伝えします。 

助成金交付申請書の提出 

・所定の様式にしたがい、募集期間内に申請書を提出

してください。提出先は募集要項でご確認ください。 
 

 

 

・助成対象となるのは、募集年度４月１日～２月末日の

期間で実施する事業です。 

 

・助成対象経費などの詳細は、送付する募集要項でご

確認ください。 
留意点 
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助成委員会の審査 

・書類審査です。 

 

・審査基準は、①事業の妥当性、②公益性、③実現

性、④費用の妥当性です。 

助成決定・助成金交付 

・審査結果に基づき、助成の可否と助成金額が決定

し、助成金交付の手続きをします。 
 

・助成金交付申請書の提出時点から助成金交付まで、

２～３カ月かかります。 



事業の実施 

・予算の執行・管理は、助成金交付時に渡す資料に

従って、支出を証する書類（領収書）の保管などを適

性に行ってください。 

事業報告書の提出・精算 

・事業の終了後１０日以内に、実績報告書を提出してく

ださい。 

 ※ ２月末日までの事業であれば３月１０日です。 

留意点 
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情報公開 

・団体のホームページ等で事業についての情報公開を

してください。 
 

・県へ実績報告していただいた内容は、埼玉県ＮＰＯ基

金ニュース（基金事業実績報告書）や埼玉県ＮＰＯ情

報ステーション等で公開させていただきます。 



寄附金の受入時期と助成事業の対象期間 
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平成29年度募集の助成対象期間 

 

 

※募集時期は予定であり、変更する場合がございます。 

（例）平成２９年４月に団体希望寄附があった場合は、平成２９年度（９月募集以降）、平成３０年度、平

成３１年度の助成事業に応募することができます（ただし、団体登録期間中のみ）。この期間に応

募しなかった場合、原則として一般の寄附と同様に、広くＮＰＯ活動を支援するために活用させて

いただきます。 
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留保期間 

応募可 

応募可 応募可 

応募可 

応募可 

応募可 応募可 

応募可 



みんなでサポート事業について 

○ 主に県内で実施する、定款に記載された特定非営利活動に係る事業 

 ※ 県から補助・助成を受けている事業は対象になりません。 

 

○ 県からの助成金と自己資金等を併せて５万円以上の事業 

 

○ 助成対象期間（４月１日～２月末）内に完了する事業 

対象となる事業 

○ 事業を実施するために必要な直接的経費 

 （会場費、通信運搬費、旅費交通費、消耗品費、備品費、委託費、謝金、人件

費、その他必要経費） 

 

○ 団体の管理運営のみに必要とされる恒常的な経費、敷金のように返還予定のあ

る経費、食糧費、土地家屋の購入費及び施設の建設費は対象となりません。 

対象となる経費 

○ 団体希望寄附金のあった団体のみに、募集要項・申請様式を送付します。 

 

○１２月募集は精算払いとなります。 

 

○１団体につき年度内の助成限度額は２００万円です。 

その他留意点 

※ この情報は、平成２９年４月現在のものです。必ず最新の募集要項でご確認ください。 

※ 上記の全てに該当している必要があります。 
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Ｑ＆Ａ 

具体的に支援したい団体が決まっている個人・企業にとって、直接その団体に寄附するよ

りも、ＮＰＯ基金に寄附した方がよいメリットとは何ですか。 

A 
埼玉県ＮＰＯ基金に寄附をした場合、地方公共団体（埼玉県）への寄附とし

て、税法上の優遇措置があります。（概要は１２ページをご覧ください。） 

 

団体登録をすると、団体にとってどんなメリットがありますか。 

各団体独自の広報媒体に加えて、埼玉県ＮＰＯ情報ステーションやＮＰＯ基金

ニュースによって活動状況を広くＰＲすることで、活動の理解者を増やし、団体

希望寄附につなげていくことができます。 

団体希望寄附があった団体は、団体希望寄附金を原資として実施する「みん

なでサポート事業」に申請することができます。 

海外への医療支援を主な活動としていますが、登録対象となりますか。 

登録要件では、「特定非営利活動を行う区域が主として埼玉県内であること」

としていますが、その報告会を県民対象に県内で開催するなど、広い視野に

おいて県民に成果が還元されると考えられれば、登録の対象となります。 

A 

A 

団体登録を申請する場合の締切はいつですか。 

新規登録する団体は登録申請日において設立３年以内の法人のみが対象と

なります。 A 

１ 団体登録寄附金制度について 

２ 団体登録について 
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団体登録の申請についての相談窓口はどちらですか。 

埼玉県県民生活部共助社会づくり課 担い手支援担当あてにご連絡ください

（団体登録申請については、地域振興センターでは受け付けておりません）。 

TEL：０４８－８３０－２８３９  FAX：０４８－８３０－４７５１ 

メール：a2835-03@pref.saitama.lg.jp 

A 

寄附金の金額の制限はありますか。 

寄附金額は上限も下限もありません。ただし、１００万円以上の寄附をいただ

ける見込みを団体が把握された場合は、あらかじめ当課までご連絡ください。 

なお、寄附金の累計額が、個人１０万円、団体で５０万円になった場合は、知

事から感謝状が贈呈されます。また、１万円以上の寄附をいただいた方に

は、協力証を贈らせていただいています。（当該団体の役員等からの団体希

望寄附については、対象外です。） 

A 

寄附金の振込は、どのような機関で取り扱っていますか。 

埼玉県内の場合は、指定金融機関（埼玉りそな銀行）、指定代理金融機関

（武蔵野銀行、埼玉懸信用金庫、埼玉県信用農業協同組合連合会）、収納代

理金融機関（都市銀行など）の窓口でお願いします。 

埼玉県外からの振込も可能ですが、取扱い可能な金融機関が限られます。埼

玉りそな銀行の他、いわゆる都市銀行各支店の窓口でお願いします。県内外

いずれも、郵便局では取扱いできません。 

具体的な金融機関名は、次のＵＲＬから「埼玉県ＮＰＯ基金取扱金融機関一

覧」をご確認ください。 

http://www.saitamaken-npo.net/html/kikin/kikin_kifu/ 

A 

３ 寄附金について 
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寄附金について税法上の優遇措置を受けるには、どのような手続きが必要ですか。 

確定申告の際に、寄附金控除を申告してください。寄附金を振込む際に金融

機関の窓口で発行される「寄附申込書兼領収書」が、埼玉県に寄附をした証

明書となりますので、申告の際には、税務署に提出してください。 

※ ふるさと納税ワンストップ特例制度については、年末ごろに対象となる寄

附者の方へ御案内いたします。 

A 

１つのＮＰＯ法人に対し、複数の企業及び個人からの寄附は可能ですか。 

可能です。ただし、寄附金を振込む際に金融機関の窓口で発行される「寄附

申込書兼領収書」を、受け取らないと税法上の優遇措置が受けられません。

複数の方が一緒に寄附をするのではなく、企業・個人ごとに個別に振り込むこ

とをお勧めします。 

A 

団体希望の寄附金がどのくらい集まっているかは、教えてもらえますか。 

寄附金額の公表は、埼玉県ＮＰＯ情報ステーションで、団体希望寄附の総額

のみ行います（希望団体別の寄附状況は公表いたしません）。 

ただし、寄附日と寄附者名（匿名希望の場合を除く）を当該団体あてに個別に

連絡します。 

A 

企業からの寄附金に上限はありますか。 

企業がＮＰＯ基金へ寄附する際の上限はありません。また、税法上寄附金額

の全額を損金に算入することができ、損金算入の金額に上限はありません。 

ただし、団体への年間助成額には上限があります。 
A 

４ 寄附に関する情報提供について 
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団体の事情により、５０万円以上なければできない事業もあれば、５～１０万円でも成り立

つ事業があるため、助成金の申請のために目安額を教えてほしい。 

団体希望寄附があった団体は、寄附金額の多寡に関わらず、助成金申請が

可能なので、団体希望寄附があった団体には、募集要項をお送りします。 

その際に、団体が申請できる助成金の申請可能額をお伝えしています。 

 

 

A 

寄附をいただいた企業の方などの実名掲載はしているのでしょうか。 

寄附をいただいた場合は、団体・個人の方ともに、当課で意向を確認のうえ、

埼玉県ＮＰＯ情報ステーションや、毎年度発行している「埼玉県ＮＰＯ基金

ニュース」に実名を掲載させていただいています。 
A 

５ 助成金の申請について 

団体希望寄附金を原資とする助成金は、どのような制度があるのでしょうか。 

「みんなでサポート事業」が団体希望寄附金を原資とした助成金制度となりま

す。募集要項は、団体希望寄附のあった団体にお送りしていますが、埼玉県

ＮＰＯ情報ステーション（http://www.saitamaken-npo.net/）でもご覧になれます。 

 

● 「NPO助成制度・セミナー・イベント」より、募集年度の「みんなでサポート

事業」をご覧下さい。 

A 

「みんなでサポート事業」の申請可能額が１０万円だった場合、「①１０万円で新たな事業

を組み立てて計画書を作成」「②元々行っている事業に組み込む形で計画書を作成」のど

ちらの形になりますか。 

「事業」のとらえかたにもよりますが、個々の事情に応じて、どちらの計画書に

よる申請も可能であると考えます。 A 
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申請可能額に対して、助成金の申請額が大きく下回った場合、差額分の扱いはどのよう

になるのでしょうか。 

団体希望寄附金は、原則として寄附日の属する年度の翌２年度までは留保さ

せていただきます（ただし、団体登録期間中のみ）。その間は助成金の申請を

行うことができます。この期間中に助成金の申請がなかった場合は、原則とし

て一般の寄附と同様に、ＮＰＯ活動の推進全般に使わせていただきます。 

A 

助成金の申請をしてから団体に交付されるまでに、どのくらいの期間がかかりますか。 

申請後、審査会を経て交付決定しますので、２～３カ月かかります。 

A 

６ その他 

複数年に渡る事業をまとめて助成金申請することはできますか。 

助成金は、同一年度の４月～２月末までに実施された事業が対象となります

ので、年度ごとに区切った申請が必要です。 A 

「団体希望寄附金の一部は広くＮＰＯの支援に活用させていただきます」とリーフレットなど

に記載されているが、一部とはどのくらいの金額又は割合ですか。 

本制度は、特定の団体を希望する寄附者の意向を最大限に反映して寄附金

を活用させていただくものです。 

なお、団体希望寄附は、県への寄附であることから、税法上の優遇措置が受

けられます。税の負担を不当に軽減する目的で本制度を利用する等、本来の

趣旨とは異なる目的での利用を防ぐため、団体希望寄附金のうち助成金とし

て交付される金額や割合等については一切公表できません。 

A 
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ＮＰＯ基金では、不動産などの寄附は想定していますか。 

想定していません。現金及び小切手など、金融機関の窓口で振込可能なもの

のみです。 A 



寄附金の税法上の優遇措置 

 埼玉県ＮＰＯ基金に寄附をした場合、地方公共団体（埼玉県）への寄附とし

て、税法上、次のような優遇措置があります。 
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個人の場合 

１ ふるさと納税制度 

 

寄附額のうち２千円を超える部分について、所得税・個人住民税から原則と

して全額が控除されます。（一定の上限はあります。） 

 

２ 相続税 

 

相続した財産を申告期限内に寄附した場合、その寄附した財産は、相続税の

課税価格に算入されません（一定の要件があります。） 

法人の場合 

寄附金額の全額を損金算入することができます。 

税の控除を受けるためには【確定申告】が必要です 
 

詳細については最寄りの税務署へお問い合わせください。 

 

「ふるさと納税ワンストップ特例制度」を御利用いただくと、確定申告が

不要となります。（適用には一定の要件があります。） 

税法上の優遇措置に関するお問い合わせ先 
 

埼玉県総務部税務課 ＴＥＬ：０４８－８３０－２６５１ 
http://www.pref.saitama.lg.jp/kurashi/zekin/gaiyo/furusato/index.html 



＜埼玉県ＮＰＯ基金団体希望寄附金制度に関するお問い合わせ先＞ 

 埼玉県 県民生活部 共助社会づくり課 担い手支援担当 

 電話：０４８－８３０－２８３９ ＦＡＸ：０４８－８３０－４７５１ 

 電子メール：a2835-03@pref.saitama.lg.jp 


